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(57)【要約】
船舶のバラスト水処理システムを開示する。本発明の船
舶のバラスト水処理システムは、バラスト水が流れる導
管の内部に設けられ、供給されるオゾンをバブル化させ
るオゾンバブル部；導管から分岐されていない別個のラ
インであり、オゾンバブル部に一端部が連結され、海水
をオゾンバブル部に供給させる海水供給流路；及び海水
供給流路に設けられ、海水をオゾンバブル部にポンピン
グさせる海水ポンピング部；を含む。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バラスト水が流れる導管の内部に設けられ、供給されるオゾンをバブル化させるオゾン
バブル部；
　前記導管から分岐されていない別個のラインであり、前記オゾンバブル部に一端部が連
結され、海水を前記オゾンバブル部に供給させる海水供給流路；及び
　前記海水供給流路に設けられ、前記海水を前記オゾンバブル部にポンピングさせる海水
ポンピング部；
を含む船舶のバラスト水処理システム。
【請求項２】
前記オゾンバブル部は、
　前記海水供給流路の前記一端部が連結され、供給される前記オゾンを前記海水を用いて
マイクロバブル化させるバブルノズル；及び
　前記バブルノズルの排出口に設けられ、バブル化された前記オゾンを拡散させる拡散部
；を含む、請求項１に記載の船舶のバラスト水処理システム。
【請求項３】
前記導管は、
　主導管；及び
　前記主導管の間に着脱可能に結合されるコネクティング導管；を含み、
前記オゾンバブル部は、前記コネクティング導管に設けられることを特徴とする、請求項
１に記載の船舶のバラスト水処理システム。
【請求項４】
　前記コネクティング導管の両端部は前記主導管と同一の直径を有し、中心部は前記両端
部より大きい直径を有するので、バブル化された前記オゾンを拡散させ得る環境を提供す
ることを特徴とする、請求項３に記載の船舶のバラスト水処理システム。
【請求項５】
　前記オゾンバブル部は、前記コネクティング導管の前記中心部に配置されることを特徴
とする、請求項４に記載の船舶のバラスト水処理システム。
【請求項６】
前記海水ポンピング部は、
　前記海水供給流路に設けられるポンプ；及び
　前記ポンプに設けられ、前記ポンプを駆動させるモーター；を含む、請求項１に記載の
船舶のバラスト水処理システム。
【請求項７】
　前記オゾンは、前記船舶のデッキに設けられるオゾン発生部から供給され、
前記オゾン発生部は、
　デッキに設けられ、供給される空気を用いて酸素を発生させる酸素発生器；
　デッキに設けられ、前記酸素発生器で発生した酸素が貯蔵される酸素貯蔵タンク；及び
　デッキに設けられ、前記酸素貯蔵タンクから供給される酸素を用いてオゾンを発生させ
るオゾン発生器；を含む、請求項１に記載の船舶のバラスト水処理システム。
【請求項８】
　前記酸素発生器、前記酸素貯蔵タンク及び前記オゾン発生器は、前記デッキに設けられ
るコンテナの内部に設置されることを特徴とする、請求項７に記載の船舶のバラスト水処
理システム。
【請求項９】
　前記オゾン発生器で発生したオゾンは、二重管を介して前記オゾンバブル部に供給され
ることを特徴とする、請求項７に記載の船舶のバラスト水処理システム。
【請求項１０】
　船舶のバラスト水処理システムにおいて、
　バラスト水が流れる導管の一部を着脱可能に結合させ、前記導管の一部の内部に供給さ
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れるオゾンを海水を用いてマイクロバブル化させるオゾンバブル部を設け、前記海水は、
前記導管から分岐されていない別途のラインを介して供給されることを特徴とする船舶の
バラスト水処理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、船舶のバラスト水処理システムに関し、より詳細には、船舶の安定性及び復
元性を向上させるために船舶の内部に海水を流入させて貯蔵する複数のバラストタンク内
に積載されるバラスト水を殺菌処理する船舶のバラスト水処理システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＬＮＧ運搬船、ＬＰＧ運搬船、コンテナ船、貨物船、タンカー船などの船舶は、貨物を
積載して移動することが一般的であるので、貨物が積載された状態を勘案して船舶が設計
される。したがって、船舶から貨物を降ろした後は船舶の重心が上昇し、船舶の安定性に
問題が発生し得る。
【０００３】
　すなわち、船舶から貨物を降ろすことによって喫水（船が水上に浮いているときに水に
浸っている部分の深さを言う。）が浅くなった場合は、航海中でのホッギング（hogging
：船舶の両端部分に貨物を集中させて積むと、船舶の両端部分が浮力より重くなるため下
側に垂れながら船舶の中央部が上側に押し上がり、船舶が上側に凸状に曲がる現象を言う
。）の程度が大きくなり、船体に負荷されるせん断力及び縦曲げモーメントが大きくなる
。
【０００４】
　また、航海中に船底が波にぶつかって衝撃を受けるスラミング（slamming）現象が生じ
、プロペラが全て浸らず水面上に露出するので、推進性能が低下したり、プロペラ及び主
要機関の負荷変動が増大するプロペラレーシングが発生し、舵が十分に水没し得ないので
操縦性能が悪化したりするという問題が発生する。
【０００５】
　したがって、このような問題を考慮して、ＬＮＧ運搬船、ＬＰＧ運搬船、コンテナ船、
貨物船、タンカー船などの船舶の場合、船舶の安定性及び復元性を向上させるために船舶
の内部に海水を流入させて貯蔵する複数のバラストタンクを設置する。ここで、バラスト
タンク内に積載される水をバラスト水と言う。
【０００６】
　バラスト水は、船積みされる貨物の量によって船舶の喫水とトリム（trim：船の前後傾
斜を言う。）を安定的に調整する役割をする。上述したように貨物が全て降ろされた状態
でバラスト水を積載しない場合、船舶自体の重量のみでは十分な喫水を維持することがで
きない。
【０００７】
　したがって、船首が水面上に激しく持ち上がったり、船舶の推進装置が水中に十分に浸
らなかったりすることから、船首スラミング、推進性能低下、調整性能低下などの問題を
もたらすようになるので、船舶の場合、バラスト水の使用が必須的に要求される。
【０００８】
　しかし、船舶にバラスト水を備える場合にも問題がある。バラストタンク内にバラスト
水を流入及び流出させる過程で微生物や海洋生物による海洋汚染が発生し得る。
【０００９】
　すなわち、第１国から流入したバラスト水が全く異なる環境の第２国の海洋に排出され
る場合、第１国の各種異物、微生物、細菌、その他の有機物質などが第２国の海洋生態系
を撹乱させる危険が発生するようになる。
【００１０】
　このような危険を考慮して、バラスト水に含まれた有害菌の伝播を防止するために、２
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００９年からは９９％以上殺菌して水を排水するようにバラスト水処理沈殿物に関する国
際規定が強化された。このようにバラスト水処理沈殿物に関する国際規定が強化されるに
つれて、バラスト水の処理に困難が加重されていると同時に、バラスト水処理装置に関す
る多様な技術開発が行われている。
【００１１】
　従来技術の一実施例のうち、ろ過方式を用いたバラスト水処理装置の場合は、装置内に
プランクトンなどの水中生物が沈澱する。沈澱した水中生物を洗浄するために装置を全て
分離した後で洗浄する過程を行わなければならないので、洗浄工程が複雑であり、一部の
プランクトン以外に微細な有害細菌などを除去できないという問題がある。
【００１２】
　また、海水の電気分解によって生成された次亜塩素酸ナトリウムをバラスト水に注入す
ることによってバラスト水を処理する装置の場合は、間接式方法で全体の微生物を処理せ
ずに一部の微生物のみを処理するので、殺菌効率が低下し、殺菌物質を制御することが容
易でないという問題がある。
【００１３】
　さらに、ろ過装置と電気分解装置をそれぞれ別個に備えることによってバラスト水を処
理する装置の場合、複数の段階の処理装置で構成されており、作動メカニズムが過度に複
雑であり、多くの処理空間が必要である。
【００１４】
　また、この方法は、間接式方法で全体の微生物を処理せずに一部の微生物のみを処理す
るので、殺菌効率が低下し、殺菌物質の制御が困難になるという問題がある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１５】
　本発明が達成しようとする技術的課題は、バラスト導管にオゾンを直接供給できる直管
注入方式であると同時に、オゾンをバブル化してバラスト水に効率的に溶解させ得る船舶
のバラスト水処理システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の一側面によると、バラスト水（ballast water）が流れる導管の内部に設けら
れ、供給されるオゾンをバブル化させるオゾンバブル部；前記導管から分岐されていない
別個のラインであり、前記オゾンバブル部に一端部が連結され、海水（sea water）を前
記オゾンバブル部に供給させる海水供給流路；及び前記海水供給流路に設けられ、前記海
水を前記オゾンバブル部にポンピングさせる海水ポンピング部；を含む船舶のバラスト水
処理システムを提供することができる。
【００１７】
　前記オゾンバブル部は、前記海水供給流路の前記一端部が連結され、供給される前記オ
ゾンを、前記海水を用いてマイクロバブル化させるバブルノズル；及び前記バブルノズル
の排出口に設けられ、バブル化された前記オゾンを拡散させる拡散部；を含んでもよい。
【００１８】
　前記導管は、主導管；及び前記主導管の間に着脱可能に結合されるコネクティング導管
；を含み、前記オゾンバブル部は前記コネクティング導管に設けられてもよい。
【００１９】
　前記コネクティング導管の両端部は、前記主導管と同一の直径を有し、中心部は前記両
端部より大きい直径を有するので、バブル化された前記オゾンを拡散させ得る環境を提供
することができる。
【００２０】
　前記オゾンバブル部は、前記コネクティング導管の前記中心部に配置されてもよい。
【００２１】
　前記海水ポンピング部は、前記海水供給流路に設けられるポンプ；及び前記ポンプに設



(5) JP 2016-502476 A 2016.1.28

10

20

30

40

50

けられ、前記ポンプを駆動させるモーター；を含んでもよい。
【００２２】
　前記オゾンは、前記船舶のデッキに設けられるオゾン発生部から供給され、前記オゾン
発生部は、デッキ（deck）に設けられ、供給される空気を用いて酸素を発生させる酸素発
生器；デッキに設けられ、前記酸素発生器で発生した酸素が貯蔵される酸素貯蔵タンク；
及びデッキに設けられ、前記酸素貯蔵タンクから供給される酸素を用いてオゾンを発生さ
せるオゾン発生器；を含んでもよい。
【００２３】
　前記酸素発生器、前記酸素貯蔵タンク及び前記オゾン発生器は、前記デッキに設けられ
るコンテナの内部に設置されてもよい。
【００２４】
　前記オゾン発生器で発生したオゾンは、二重管を介して前記オゾンバブル部に供給され
てもよい。
【００２５】
　また、本発明の他の側面によると、船舶のバラスト水処理システムにおいて、バラスト
水が流れる導管の一部を着脱可能に結合させ、前記導管の一部の内部に供給されるオゾン
を、海水を用いてマイクロバブル化させるオゾンバブル部を設け、前記海水は、前記導管
から分岐されていない別途のラインを介して供給されることを特徴とする船舶のバラスト
水処理システムを提供することができる。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明の各実施例は、バラスト水が流れる導管にオゾンをバブル化して直接供給するの
で、バラスト水を効率的に殺菌することができ、バラスト水が流れる導管を用いることな
く、別個のラインを介して海水を供給することによってオゾンをバブル化するので、一定
速度で一定量のオゾンをバブル化することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の一実施例に係る船舶のバラスト水処理システムを概略的に示した図であ
る。
【図２】図１に示した船舶のバラスト水処理システムにおいてオゾン発生部がデッキに設
けられた状態を概略的に示した平面図である。
【図３】図１に示した主要部を概略的に示した図である。
【図４】図１に示した船舶のバラスト水処理システムにおいてオゾン発生部の設置位置と
二重管を概略的に示した図である。
【図５】本発明の使用状態を概略的に示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　本発明と、本発明の動作上の利点及び本発明の実施によって達成される目的を十分に理
解するためには、本発明の好ましい実施例を例示する添付の図面及び添付の図面に記載し
た内容を参照しなければならない。
【００２９】
　以下、添付の図面を参照して本発明の好ましい実施例を説明することによって、本発明
を詳細に説明する。各図面に提示した同一の参照符号は、同一の部材を示す。
【００３０】
　図１は、本発明の一実施例に係る船舶のバラスト水処理システムを概略的に示した図で
、図２は、図１に示した船舶のバラスト水処理システムにおいてオゾン発生部がデッキに
設けられた状態を概略的に示した平面図で、図３は、図１に示した主要部を概略的に示し
た図で、図４は、図１に示した船舶のバラスト水処理システムにおいてオゾン発生部の設
置位置と二重管を概略的に示した図である。
【００３１】
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　これら図面に示したように、本実施例に係る船舶のバラスト水処理システム1は、バラ
スト水が流れる導管Lの内部に設けられ、供給されるオゾンをバブル化させるオゾンバブ
ル部100と、導管Lから分岐されていない別個のラインであり、オゾンバブル部100に一端
部が連結され、海水をオゾンバブル部100に供給させる海水供給流路200と、海水供給流路
200に設けられ、海水をオゾンバブル部100にポンピングさせる海水ポンピング部300と、
船舶のデッキDに設けられるオゾン発生部400とを備えている。
【００３２】
　オゾンバブル部100は、図１に示したように、導管Lの内部に設けられ、供給されるオゾ
ンを、海水を用いてマイクロバブル化させると共に、マイクロバブル化されたオゾンがバ
ラスト水に広い面積で溶解され得るようにマイクロバブル化されたオゾンを拡散・排出さ
せる役割をする。
【００３３】
　本実施例において、オゾンバブル部100は、図３に示したように、海水供給流路200の一
端部が連結され、供給されるオゾンを、海水を用いてマイクロバブル化させるバブルノズ
ル110と、バブルノズル110の排出口に設けられ、バブル化されたオゾンを拡散させる拡散
部120とを含む。
【００３４】
　オゾンバブル部100のバブルノズル110には、図３に示したように、オゾン供給流路OLが
着脱可能に結合され、オゾン発生部（図２参照）で生成されたオゾンは、オゾン供給流路
OLを介してバブルノズル110の内部に流入する。
【００３５】
　本実施例において、バブルノズル110の内部には、オゾン供給流路OLと連通するオゾン
流路（図示せず）と、海水供給流路200と連通する海水流路（図示せず）とが設けられる
。
【００３６】
　また、オゾン流路と海水流路とが出合う領域の海水流路には、他の領域より狭い流路を
有するボトルネック部（図示せず）が設けられ、このボトルネック部で陰圧が発生し、供
給されるオゾンは、オゾン流路から海水流路に吸入されてマイクロバブル化された後、海
水と共に排出口から排出される。
【００３７】
　さらに、バブルノズル110の排出口には、複数の微細ホールを有するバブル膜（図示せ
ず）が設けられてもよく、このバブル膜を通過しながらオゾンのマイクロバブル化が促進
され得る。
【００３８】
　オゾンバブル部100の拡散部120は、図３に示したように、バブルノズル110の排出口に
設けられ、海水流路と連結される部分の内部流路は海水流路と同一の直径を有するが、バ
ブルノズル110の排出口から遠ざかる方向の内部流路は海水流路より大きい直径を有して
設けられ、マイクロバブル化されたオゾンを拡散させる。
【００３９】
　本実施例において、上述したオゾンバブル部100は一実施例に過ぎなく、本出願時に公
知となっている他のバブルノズルに取り替えることが可能であり、拡散部120を用いるこ
となくバブルノズル110のみを用いてもよい。
【００４０】
　一方、本実施例において、バラスト水が流れる導管Lは、図１及び図３に示したように
、主導管L1と、主導管L1の間に着脱可能に結合されるコネクティング導管L2とを含み、オ
ゾンバブル部100はコネクティング導管L2の中心部に設けられてもよい。
【００４１】
　そして、コネクティング導管L2の両端部は、図３に示したように、主導管L1と同一の直
径を有し、その中心部の直径Ｄは両端部の直径ｄより大きく設けられてもよい。この場合
、コネクティング導管L2の中心部に流入するバラスト水の流速が減少するので、マイクロ
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バブル化されたオゾンの拡散をさらに促進させ得るという利点がある。
【００４２】
　また、主導管L1とコネクティング導管L2とが互いに接触する領域にはフランジがそれぞ
れ設けられてもよく、フランジを通じて主導管L1とコネクティング導管L2とが互いにボル
ト結合され得る。
【００４３】
　さらに、オゾンバブル部100、海水供給流路200、海水ポンピング部300、オゾン供給流
路OLの設置及び結合の便宜上、コネクティング導管の上側部領域の一部を切開して着脱可
能にボルト結合してもよい。
【００４４】
　海水供給流路200は、図１及び図３に示したように、一端部がバブルノズル110に連結さ
れ、海水をバブルノズル110に供給させるものであって、導管Lから分岐されていない別個
のラインである。
【００４５】
　その結果、導管Lの内部にあるバラスト水の量や流速などに影響を受けないと共に、バ
ブルノズル110に一定速度で一定量の海水を供給できるので、マイクロ化されたオゾンバ
ブルを一定に生成できるという利点がある。
【００４６】
　具体的に、マイクロバブルを生成するために導管L内部のバラスト水を用いたり、導管L
から分岐されるラインを用いたりする場合、マイクロオゾンバブルの生成量や生成速度は
導管L内部のバラスト水に依存するようになる。
【００４７】
　したがって、導管Lの内部にバラスト水の充填が不十分な場合、バブルノズル110に流入
するバラスト水の量にも限界があり、要求されるマイクロオゾンバブルを生成できないこ
ともあることから、生成されるマイクロオゾンバブルの量が少なくなることもある。
【００４８】
　しかし、本実施例は、上述したように、導管Lとは別個のラインである海水供給流路200
によって安定的に且つ高い正確性で海水を供給できるので、マイクロ化されたオゾンバブ
ルを一定に生成することができる。
【００４９】
　そして、海水供給流路200の他端部は、シーチェスト（sea chest）（図示せず）や海(s
ea―cross）に連結されてもよい。
【００５０】
　海水ポンピング部300は、供給される海水を速い速度でバブルノズル110に供給するもの
であって、図１及び図３に示したように、海水供給流路200に設けられるポンプ310と、ポ
ンプ310の上側部に設けられ、ポンプ310を駆動させるモーター320とを含む。
【００５１】
　オゾン発生部400は、図２に示したように、デッキDに設けられ、オゾンを発生させてオ
ゾンバブルに供給するものであって、オゾン発生部400をデッキDに設ける場合、従来の船
舶の内部に設置する場合に発生する狭小な面積によって作業が困難になるという問題を解
決することができ、非常時、有毒ガスが、船体の内部でなく、デッキDの開放された領域
である大気中で希釈されるので、安全上にも問題がないという利点がある。
【００５２】
　また、本実施例において、オゾン発生部400は、図２に示したように、コンテナCの内部
に設置されてもよく、この場合、作業が容易であり、設置・移動が自由であるという利点
がある。
【００５３】
　オゾン発生部400は、図２に示したように、デッキDに設けられ、供給される空気を用い
て酸素を発生させる酸素発生器410と、デッキDに設けられ、酸素発生器410で発生した酸
素が貯蔵される酸素貯蔵タンク420と、デッキDに設けられ、酸素貯蔵タンク420から供給
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される酸素を用いてオゾンを発生させるオゾン発生器430と、オゾンを発生させる過程で
発生する熱を冷却させる水冷却器440と、上述した構成410～440を制御するコントロール
パネル450とを含む。
【００５４】
　オゾン発生器430は、電極の間にガラスやセラミックなどの誘電体を挟んで酸素を吹き
込み、電極に高圧（６ｋｖ～１５ｋｖ）を加えることによって、放電空間での反応によっ
てオゾンを発生させる無声放電方式でオゾンを発生させることができる。
【００５５】
　オゾン発生器430で生成されたオゾンガスは、バラスト水が流れる導管Lに１７０ｇ／ｃ
ｍ3の濃度、１Ｌ／ｍｉｎの流量及び２ｍｇ／Ｌの注入量を有するように供給されてもよ
い。
【００５６】
　本実施例において、オゾン発生器430は、オゾンを発生させる過程で発生する熱を冷却
させるために、図１に示したように、水冷却器（water chiller）440を用いてオゾン発生
器430を冷却させることができる。水冷却器440は、冷却された清水（fresh water）を用
いて冷却機能を行うことができ、熱交換後に温度が上昇した清水はクーラーを通じて再び
冷却され得る。
【００５７】
　そして、オゾン発生器430で発生したオゾンは、オゾン供給流路OLを介して船底に配置
されたオゾンバブル部100に連結されるが、オゾン供給流路OLは、密閉された空間を通過
するようになる。オゾンの特性上、オゾンを移送する管には腐食の恐れがあるので、本実
施例は、一つの管に腐食が発生したとしても、残りの管へのオゾンの漏洩を防止できるよ
うに、図４に示したように、オゾンを移送するオゾン供給流路OLを二重管にすることがで
きる。
【００５８】
　また、オゾン供給流路OLには、少なくとも一つのバルブ（図示せず）が設けられてもよ
く、このバルブは、制御部（図示せず）によって開閉されてもよい。さらに、導管Lの内
部には、バブルの発生量を測定できるバブルセンサー（図示せず）が少なくとも一つ設け
られてもよく、制御部は、バブルセンサーで測定されるバブル量に基づいてオゾン供給流
路OLに設けられる少なくとも一つのバルブの開閉程度とポンプ310の動力を調節すること
ができる。
【００５９】
　図５は、本発明の使用状態を概略的に示した図である。以下では、図５を参照して本実
施例の使用状態を簡略に説明する。
【００６０】
　オゾン発生部400で生成されたオゾンは、オゾン供給流路OLを介してオゾンバブル部100
に供給される。オゾンバブル部100は、供給されるオゾンを、海水供給流路200から供給さ
れる海水を用いてマイクロバブル化させる。
【００６１】
　また、オゾンバブル部100は、マイクロバブル化されたオゾンがバラスト水に広い面積
で溶解され得るようにマイクロバブル化されたオゾンを拡散させる。このようなマイクロ
バブル化されたオゾンの拡散は、コネクティング導管L2の中心部の直径が主導管L1の直径
より大きいことから、バラスト水の流入速度の減少によってより効率的に行われることが
分かる。
【００６２】
　そして、本実施例は、オゾンバブル部100でのマイクロバブル化されたオゾンの発生が
、導管Lを流れるバラスト水でなく、海水供給流路200によって行われるので、導管L内部
のバラスト水の量や流速に影響を受けなくなり、一定速度で一定量のマイクロバブル化さ
れたオゾンを生成できるという利点がある。
【００６３】
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　以上説明したように、本実施例は、バラスト水が流れる導管にオゾンをバブル化して直
接供給するので、バラスト水を効率的に殺菌することができ、バラスト水が流れる導管を
用いることなく、別個のラインを介して海水を供給することによってオゾンをバブル化す
るので、一定速度で一定量のオゾンをバブル化できるという利点がある。
【００６４】
　このように、本発明は、上述した実施例に限定されるものではなく、本発明の思想及び
範囲から逸脱せずに多様に修正及び変形可能であることは、この技術の分野で通常の知識
を有する者にとって自明である。したがって、そのような修正例または変形例は、本発明
の特許請求の範囲に属するものと見なすべきであろう。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】



(11) JP 2016-502476 A 2016.1.28

10

20

30

40

【国際調査報告】



(12) JP 2016-502476 A 2016.1.28

10

20

30

40



(13) JP 2016-502476 A 2016.1.28

10

20

30

40



(14) JP 2016-502476 A 2016.1.28

10

20

30

40



(15) JP 2016-502476 A 2016.1.28

10

20

30

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｃ０１Ｂ  13/10     (2006.01)           Ｃ０２Ｆ    1/50     ５２０Ｆ        　　　　　
   Ｃ０１Ｂ  13/11     (2006.01)           Ｃ０２Ｆ    1/50     ５３１Ｒ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ０２Ｆ    1/50     ５４０Ａ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ０２Ｆ    1/50     ５５０Ｄ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ０１Ｂ   13/10     　　　Ｄ        　　　　　
   　　　　                                Ｃ０１Ｂ   13/11     　　　Ｌ        　　　　　

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,TJ,T
M),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,R
S,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,
BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,H
U,ID,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO
,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,
UZ,VC,VN

(71)出願人  515111510
            ディセク　カンパニー　リミテッド
            ＤＳＥＣ　ＣＯ．，ＬＴＤ
            大韓民国　プサン、チュン－グ、チュンアン－ドン　４－ガ　７４－１
            ７４－１，Ｊｕｎｇａｎｇ－ｄｏｎｇ　４－ｇａ，Ｊｕｎｇ－ｇｕ，Ｂｕｓａｎ，Ｒｅｐｕｂｌｉ
            ｃ　ｏｆ　Ｋｏｒｅａ
(74)代理人  100109508
            弁理士　菊間　忠之
(72)発明者  チョヱ，クム　シク
            大韓民国　プサン、サハ－グ、タデ－ドン、ロッテ　キャッスル　モルンデ　アパート　３０７－
            ７０１
(72)発明者  イ，ヨン　マン
            大韓民国　キョンギ－ド、ヨンイン－シ、スジ－グ、シンボン－ドン　９１１、エルジー　ツァイ
            　２１０－１９０３
Ｆターム(参考) 4D050 AA06  AB06  BB02  BC10  BD02  BD03  BD04  BD06 
　　　　 　　  4G035 AB20  AC23  AE13 
　　　　 　　  4G042 CA01  CB02  CC16  CE01 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

